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【設立許可日】
昭和49年11月27日

【目的】
スポーツに必要な用具、衣類等(以下「スポーツ用品」という。）の品質向上、
安全性の確保を通じて、その生産及び貿易の改善合理化と利用消費の効率化を
図り、もって我が国スポーツ用品産業の健全な発展と国民体育の増進に寄与する
ことを目的とし、次の事業を行う。

【事業内容 】
スポーツ用品に関する調査及び研究
スポーツ用品に関する情報の収集及び提供
スポーツ用品に関する規格、基準等の作成及び普及の増進
スポーツ用品に係わる安全、効率的な利用消費に関する施策及び推進
スポーツ用品に関する内外関係機関等との交流及び協力
前各号に掲げるもののほか、本会の目的を達成するために必要な事業



©ATSUTO NISHIO

2013年スポーツマーケティング基礎調査
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■スポーツ参加市場規模は約2.6 兆円に縮小。「観戦」「用品購入」「施設利用・会費」市場全てが減少。

■スタジアム観戦の支出額：年間27,624円で、昨年より7%増。

■スポーツ関連メディア市場は2,297億円で、昨年より21%減。

■最も好きなスポーツは野球。自分でするスポーツとして自転車の人気が上昇。

■スポーツブランドでは、ナイキ、アディダスの海外ブランドが人気。

■好きなスポーツ選手は10 年連続でイチロー選手が1 位。東北楽天の田中選手が3 位へ躍進。

■プロ野球ファン人口は3,448万人に増加。東北楽天ゴールデンイーグルスのファンが増加し、
12球団中4位に。Jリーグファンは1,216万人で減少傾向続く。

■東京でのオリンピック開催に賛成が6 割超。水泳、体操、マラソンに関心。

【2013 年10 月25日 株式会社マクロミル】
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スポーツの位置付け
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スポーツ参加市場規模
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スタジアム観戦にかかる出費

5



©ATSUTO NISHIO

観るスポーツ人口の推移
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スポーツ行動者率の推移
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するスポーツ人口の推移
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するスポーツ人口の推移

9



©ATSUTO NISHIO

スポーツを行う理由
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運動用具製造業
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【日本標準産業分類】
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スポーツ関連産業
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【帝国データバンクの産業分類表におけるスポーツ関連産業の分類】
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スポーツ用品製造・流通業
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【国内企業の現状と主要海外ブランドの動向】

スポーツ用品製造・流通業は、日本標準産業分類では「スポーツ用
衣服製造業」「運動用具製造業」「スポーツ用品・娯楽用品・がん具卸
売業」「スポーツ用品小売業」に分類されている。

【製造業】
①自社ブランド製品の製造ならびに卸売・小売業向け販売、および
②OEM（相手先ブランドによる生産）を行う。具体的な業務には、研
究開発、企画、生産管理、販売、販売促進、広報・宣伝などがある。
主たる企業にはミズノ、アシックス、デサント、ゴールドウイン、ヨネック
ス、モルテン、ミカサ、山本光学、東亜ストリングス、ゴルフ大手のSRI
スポーツ（ダンロップ）、ブリジストンスポーツなどがあり、スポーツ用
品一般を扱う「総合メーカー」と、特定の競技や分野に特化した「専門
メーカー」がある。
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スポーツ用品製造・流通業

14

【国内企業の現状と主要海外ブランドの動向】
【輸出入業】
①海外ブランド製品の輸入・販売、および

②材料・部品の輸出入・販売を行う。具体的な業務には、スポーツ用
品・材料・部品の買い付け、輸出入、販売、広報・宣伝、販売促進が
ある。主な企業には、総合もしくはスポーツ用品専門の商社や、ナイ
キジャパン、アディダスジャパンなど海外スポーツブランドの日本法
人がある。ナイキジャパンとアディダスジャパンは、国内での卸売や
、一部で小売も行っている。

【卸売業】

海外ブランド・国内ブランド製品の国内小売企業向け販売を行う。主
な業務は企画・仕入、販売、販売促進であり、主たる企業にはゼット、
エスエスケイ、アシックス商事、ザナックス、イモト等がある。その中に
は自社ブランドで製造を行っている企業もある。
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スポーツ用品製造・流通業
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【国内企業の現状と主要海外ブランドの動向】
【小売業】

海外ブランド・国内ブランド製品の店頭販売および学校などの法人
向け販売を行う。主な業務は仕入、販売、販売促進であり、主たる
企業にはゼビオ（ヴィクトリアを含む）、アルペングループ、ヒマラヤ
、有賀園ゴルフ、ツルヤゴルフ、二木ゴルフ、加茂商事、B&Dなど
があり、「大規模・多店舗展開企業」と「種目別専門店」（ゴルフ・野
球・テニス・アウトドア・球技・サッカー・陸上・水泳・卓球等）、「単店
舗総合小売店」の3種類に大別される。いずれの業種にも管理業
務（人事・総務・経理・法務・物流等）がある。
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スポーツ用品製造・流通業
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【国内企業の現状と主要海外ブランドの動向】

近年、各業種の企業は、以上のような分類上の区分をまたいでビジ
ネスを展開している。大規模小売業が製造・輸入を行ったり、製造業
が卸・小売販売を行ったりするケースである。たとえば、ミズノは製造・
卸・小売を自社で一貫して行っている。アシックスも同様だが、卸機能
のみ別会社が行っている。

一方、代表的な海外ブランドの日本法人であるナイキジャパンとアデ
ィダスジャパンについては、業績が未公開であるが、業界紙等の予測
として両社とも売上高1000億円程度とされている。ナイキジャパンは
米ナイキ社の100％連結会社で、同ブランドの生産・輸出入・販売（卸・
小売）を行っている。日本への進出当初は、米国のシステムをそのま
ま持ち込んだため、日本の商慣行、流通システムに適応できずに失
敗。しかし、流通政策を一新して適応を図ってからは、順調に業績を
伸ばしている。従業員数は約800人。
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スポーツ用品製造・流通業
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【国内企業の現状と主要海外ブランドの動向】
一方のアディダスジャパンは、独アディダス社の100%連結会社であ
り、同ブランドの生産・輸出入・販売（卸・小売）を行っている。日本進
出はナイキよりもはるかに早く、成功と失敗を繰り返しながら成長を遂
げてきた。従業員数は約500人。どちらの外資系企業も日本の証券市
場には非上場で、社内の公用語は主として英語である。定期採用は
なく、必要に応じて募集している。
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スポーツ用品製造・流通業
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【米国に次ぐ購買力のある日本市場への期待と課題】

経済の先行き不安、所得の伸び悩み、所得格差の拡大など経済的
要因に加え、少子高齢化など社会構造の変化により、国民のスポー
ツ参加率がなかなか伸びない。

また、プロスポーツなどの「みるスポーツ」に対する消費支出は増加
傾向にあるが、ゴルフ、スキーなどの「するスポーツ」については減少
傾向にある。

その一方で、健康維持・増進、地域住民との交流などを目的にした
生涯スポーツ（ライフタイムスポーツ）が注目されている。

そのため長期的には、スポーツ関連の消費支出は概ねゆるやかな
拡大が予想される。ただし、その流れをより確実なものとするためにも
、産官民が結束して、国民のスポーツ参加率を高め、需要の増大を図
る、社会的ムーブメントを起こすことなどが求められる。
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スポーツ用品製造・流通業
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【米国に次ぐ購買力のある日本市場への期待と課題】
【適正人材】

一見華やかなイメージのこの業界だが、仕事は地道かつ多岐にわ
たり、タフな面も多い。

したがって、どんな仕事にも前向きに取り組む、元気で明るい性格の
人材が向いているといえる。業務経験を積みながら、自分の適性に合
う仕事を見出せれば、前途は明るい。

また、スポーツ経験というよりはスポーツ好きであることが不可欠で
ある。企業が求める社会人としての基礎能力は当然身につけておくべ
きであり、スポーツマネジメントなど専門領域の習得はプラス要素とな
る。
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スポーツ団体・興行団の雇用と採用に関するデータ

20



©ATSUTO NISHIO

スポーツ団体・興行団の雇用と採用に関するデータ

21



©ATSUTO NISHIO

スポーツ団体・興行団の雇用と採用に関するデータ
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基本情報
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近年のスポーツ用品業界の現状と動向
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【業界規模の推移】

スポーツ用品業界の規模の推移
を見ることでその市場の大まか
な現状や動向を把握することが
できる。

平成24-25年のスポーツ用品業
界の業界規模（主要対象企業11
社の売上高計）は7,906億円。
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スポーツ用具メーカーの概要
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スポーツ用具メーカーの概要
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スポーツ用具メーカーの概要
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ランニング、アウトドアブームを背景に堅調な推移
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スポーツ用品業界(製造)の過去の推移を見ると、平成17年から20年にか
けて上昇傾向。平成20年から平成21年に下落に転じたが、平成22年以降
は若干の増加傾向。

近年のスポーツ用品業界は、健康志向によるスポーツへの関心やランニ
ングブームなどを背景に堅調な推移を見せている。特にランニング人気は
根強く、ランニングシューズや関連ウェアなどの売れ行きは好調で、初心者
にとどまらず、中上級者向けの高価格帯商品の売れ行きも好調。

また、登山などアウトドア用品の需要も伸びている。こちらは団塊の世代
など60代を中心にブームとなっており、こちらもランニング同様に根強い人
気がある。

一方、ゴルフは接待の減少や若年層のゴルフ離れなどを背景に、ゴルフ
人口は大幅に減少。また、野球やテニス、サッカーなどもすでに少子化の
影響を受けており、縮小傾向となっている。
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加速する海外展開 一方、海外ではナイキ、アディダスなど強豪がひしめく
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国内のスポーツ用品業界は今後、少子化による縮小傾向。

現在は、比較的元気なシニア層が業界を支えているが、数十年後も同じ
状況が続くとは限らない。

こうした動向を受け、スポーツ用品メーカー各社は海外へと活路を見出し
ている。

国内首位のアシックスは米州、欧州、オセアニア、東アジア地域で展開。
アシックスの海外売上高はこの10年で2倍以上に増加。
また、2位のミズノも欧州、米州、アジア地域で展開。3位のデサントも韓
国を中心にアジアで展開。今後はシンガポールの現地法人を拠点に南ア
ジアへの進出を目指す。
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加速する海外展開 一方、海外ではナイキ、アディダスなど強豪がひしめく

30

このように、国内のスポーツメーカーは海外に積極的に展開しており、グ
ローバル化は進んでいると言える。

しかしながら、海外には強豪が多数存在し、日本勢のシェアは決して高
いとは言えない。

米国スポーツ用品首位のナイキの売上高は241億ドル、アディダスは
192億ドルと国内首位のアシックスの10倍ほどの売上高を誇っている。
知名度、ブランド力、資本力ともに国内メーカーを圧倒しており、海外で
のシェアは大きく差を広げられている。

国内での縮小トレンドが見られる今後、スポーツ用品各社には海外への
さらなる展開やブランド力の強化が期待される。
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スポーツ用品業界シェア＆ランキング（平成24-25年）
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【売上高】
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スポーツ用品業界シェア＆ランキング（平成24-25年）
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【経常利益】
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スポーツ用品業界シェア＆ランキング（平成24-25年）

33

【純利益】
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スポーツ用品業界シェア＆ランキング（平成24-25年）
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【利益率】
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スポーツ用品業界シェア＆ランキング（平成24-25年）
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【総資産】
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スポーツ用品業界シェア＆ランキング（平成24-25年）
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【従業員数】
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スポーツ用品業界シェア＆ランキング（平成24-25年）
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【勤続年数】
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スポーツ用品業界シェア＆ランキング（平成24-25年）
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【平均年収】
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運動用具製造業における企業の市場占有率
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運動用具製造業における企業の市場占有率
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運動用具製造業における企業の市場占有率
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